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2026年3月9日

● 今週の主要経済指標と政治スケジュール

出所） 各種情報、Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

注） （日）は日本、（米）は米国、（欧）はユーロ圏、（英）は英国、
 （独）はドイツ、（仏）はフランス、（伊）はイタリア、
（豪）はオーストラリア、（中）は中国、（伯）はブラジルを指します。
日程および内容は変更される可能性があります。

★は特に注目度の高いイベント

情報提供資料

3/9 月
★ （日） 1月 現金給与総額（速報、前年比）

12月：+2.4%、1月：+3.0%

（日） 1月 景気動向指数（CI、速報）

先行　12月：111.0、1月：（予）113.0

一致　12月：114.3、1月：（予）116.9

★ （日） 2月 景気ウォッチャー調査（景気判断DI）

現状　1月：47.6、2月：（予）48.0

先行き　1月：50.1、2月：（予）50.6

3/10 火
★ （日） 1月 家計調査（実質個人消費、前年比）

12月：▲2.6%、1月：（予）+2.4%

（米） 2月 NFIB中小企業楽観指数

1月：99.3、2月：（予）99.6

3/11 水
★ （日） 2月 国内企業物価（前年比）

1月：+2.3%、2月：（予）+2.2%

★ （米） 2月 消費者物価（前年比）

総合　1月：+2.4%、2月：（予）+2.5%

除く食品･エネルギー

　　　　1月：+2.5%、2月：（予）+2.4%

3/12 木
★ （日） 1-3月期 法人企業景気予測調査

（大企業製造業、景況判断BSI）

10-12月期：+4.7%、1-3月期：（予）NA

（米） ボウマンFRB副議長 講演

（米） 新規失業保険申請件数（週間）

2月28日終了週：21.3万件

3月7日終了週：（予）21.5万件

3/13 金
（日） 衆議院で2026年度予算案を採決予定

★ （米） 1月 個人所得･消費（前月比）

所得　12月：+0.3%、1月：（予）+0.5%

消費　12月：+0.4%、1月：（予）+0.3%

★ （米） 1月 PCE（個人消費支出）ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ（前年比）

総合　12月：+2.9%、1月：（予）+2.9%

除く食品・エネルギー

　　　　12月：+3.0%、1月：（予）+3.1%

（米） 1月 製造業受注

（航空除く非国防資本財、前月比、速報）

12月：+0.8%、1月：（予）+0.5%

米国による対イラン攻撃で復活した『有事のドル買い』

● 鮮明化する『ドル見直し』の動き

ロシアのウクライナ侵攻時（上段）と米国の対イラン攻撃時
（下段）での各アセットクラスの推移

出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

■ 米国によるイラン攻撃で高まる地政学リスク

2月28日に始まった米国・イスラエルによる対イラン軍

事攻撃は、上記当事国のみならず、湾岸諸国や仏・英な

どの欧州各国にもその波紋を広げ、終結に至る道筋は全

く見通せない状態にあります。こうした不確実性の高さ

が嫌気され、各国の株価は軟化、とりわけ、開戦前まで

相対的に上げ基調を強めていた日本株や韓国株などは大

きな下げに直面しています。また今回は、通常リスクオ

フ局面では資金の逃避先として選好されやすい各国の国

債も、原油価格の急騰によるインフレリスクの高まりが

嫌気され、軒並み金利が上昇する展開となっています。

■ 不透明感の高さによるドル選好は当面継続か

時々刻々事態が変化し見通しが立たない現状において、

参考となるのが2022年のウクライナ侵攻のケースです。

前回と今回で、原油や日経平均は似た動きを示していま

す。一方、異なる動きを見せているのがドルと金です。

前回もドルは総じて安定でしたが、今回は、開戦前まで

の『ドル離れ』によるドル安の反動もあり、より堅調で

す。そして安全資産と目される金も、『ドル離れ』に応

じ高騰が続いていたこともあり今回は軟調です。国債も

避けられている今回は、『有事のドル買い』がより際立

つ格好で当面はドル堅調が続く見込みです。（渡部）

注）直近値は2026年3月6日。
ドル指数は、複数の主要通貨に対する総合的なドルの強さを指数化したもの。
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金融市場の動向 

● 株式市場の動き

● 長期金利（10年国債利回り）の動き

● 為替相場の動き

出所） MSCI、S&P、Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成 出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

● 主要金融市場の動き（直近1週間）
※騰落幅および騰落率は直近値の1週間前比

注）上記3図の直近値は2026年3月6日時点。
当該日が休場の場合は直近営業日の値を記載。

注）MSCI WORLD、MSCI EM、S&P先進国REIT指数は米ドルベース。
原油は1バレル当たり、金は1オンス当たりの価格。
騰落幅、騰落率ともに2026年2月27日対比。
当該日が休場の場合は直近営業日の値を使用。

3月6日 騰落幅 騰落率%

日本 日経平均株価 （円） 55,620.84 -3,229.43 ▲5.49

TOPIX 3,716.93 -221.75 ▲5.63

米国 NYダウ （米ドル） 47,501.55 -1,476.37 ▲3.01

S&P500 6,740.02 -138.86 ▲2.02

ﾅｽﾀﾞｯｸ総合指数 22,387.68 -280.53 ▲1.24

欧州 ｽﾄｯｸｽ・ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 598.69 -35.16 ▲5.55

ドイツ DAX®指数 23,591.03 -1,693.23 ▲6.70

英国 FTSE100指数 10,284.75 -625.80 ▲5.74

中国 上海総合指数 4,124.19 -38.69 ▲0.93

先進国 MSCI WORLD 4,407.04 -149.75 ▲3.29

新興国 MSCI EM 1,499.72 -110.98 ▲6.89

3月6日 騰落幅 騰落率%

先進国 S&P先進国REIT指数 281.00 -8.89 ▲3.07

日本 東証REIT指数 1,963.63 -35.70 ▲1.79

3月6日 騰落幅

日本 2.160 0.050

米国 4.140 0.199

ドイツ 2.860 0.217

フランス 3.511 0.293

イタリア 3.619 0.348

スペイン 3.351 0.289

英国 4.627 0.394

カナダ 3.405 0.278

オーストラリア 4.843 0.191

3月6日 騰落幅 騰落率%

米ドル 157.78 1.73 1.11

ユーロ 183.29 -1.07 ▲0.58

英ポンド 211.64 1.23 0.58

カナダドル 116.26 1.86 1.63

オーストラリアドル 110.92 -0.15 ▲0.14

ニュージーランドドル 93.08 -0.53 ▲0.56

中国人民元 22.853 0.118 0.52

シンガポールドル 123.437 0.054 0.04

インドネシアルピア（100ﾙﾋﾟｱ） 0.9323 0.0027 0.29

インドルピー 1.7198 0.0057 0.33

トルコリラ 3.577 0.028 0.80

ロシアルーブル 2.0031 -0.0233 ▲1.15

南アフリカランド 9.524 -0.269 ▲2.75

メキシコペソ 8.856 -0.206 ▲2.27

ブラジルレアル 30.085 -0.340 ▲1.12

3月6日 騰落幅 騰落率%

原油 WTI先物 （期近物） 90.90 23.88 35.63

金 COMEX先物 （期近物） 5,158.70 -89.20 ▲1.70

株式

為替（対円）

10年国債利回り

商品

リート

（単位：ポイント）

（単位：%）

（単位：円）

（単位：米ドル）

（単位：ポイント）
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【図1】日本では原油需要の大半を中東に依存■ 原油価格が急上昇しリスク回避姿勢強まる

先週の日経平均株価は、中東情勢の緊迫化や原油高長

期化への懸念からリスク回避の動きが強まったことを受

け大幅下落しました。週初から3日間の下げ幅は4,604円

と衆院選後の上昇分をほぼ全て帳消しに。国内株の過熱

感が高まっていたなか、日本はエネルギー自給率が低く

原油輸入の95%を中東に頼るため（図1）、ホルムズ海峡

封鎖や原油高の悪影響がより意識されたと思われます。

また、原油高によるインフレ懸念や貿易収支悪化が意

識され円安が進行。原油高に円安も加わり、インフレ圧

力が高まるとの警戒から金利も上昇するなどトリプル安

の展開に。当面、神経質な値動きが続きそうですが、米

国がエネルギー価格高騰対策を実施する可能性も報じら

れるなか、原油高が一服するかが注目されます。

■ 有効求人倍率の低下基調は継続する見通し

3日公表の1月雇用関連統計では、完全失業率が2.7%と

前月から+0.1%pt上昇し、2024年7月以来の高水準に（図

2）。ただし、会社都合などを含む非自発的な離職者数は

横ばいに留まっており、失業者の増加は、より良い条件

を求める自発的辞職の増加が主因とみられ、景気悪化に

起因するものではないとみます。他方、有効求人倍率は

1.18倍と前月から低下し、有効求人数は15カ月連続で減

少しています。人手不足の状況ではあるものの、企業が

物価高騰や賃上げに伴うコスト増、省人化投資の広がり

を受け採用に慎重となっている様子もうかがえます。

また、5日には連合が2026年春闘の要求集計結果を公

表。平均賃上げ率は5.94%と昨年の6.09%を小幅に下回る

も高い伸びを維持しました。物価高に負けない賃金上昇

の実現に向けた動きが続いていると言えそうですが、中

東の混乱で原油高が長期化すれば、インフレ再加速で実

質賃金の回復が遅れる可能性も高く、要警戒です。

■ 10-12月期実質GDP改定値は上方修正か

3日公表の2025年10-12月期法人企業統計は、設備投資

が全規模全産業で前年比+6.5%と前期の+2.9%から伸び率

が加速（図3）、また、製造業は価格転嫁や旺盛なAI需

要･自動車関税縮減･円安などが追い風となり増収増益

に。設備投資拡大を受け、今週10日の10-12月期GDP改定

値は、1次速報から大きく上方修正される見込みです。

国内企業活動の堅調さが示されるなか、日銀の金融政

策は難しい判断を迫られています。中東問題が長期化す

ればスタグフレーションに陥るリスクもあり、追加利上

げ時期を先送りする可能性も考えられます。（大畑）

日本 中東紛争激化でインフレ懸念、日経平均株価は大幅下落

【図3】設備投資は予想を上回る強さ

【図2】失業率は5カ月ぶりに上昇し2024年7月以来の高水準

出所）総務省、厚生労働省より三菱UFJアセットマネジメント作成

日本 失業率と有効求人倍率

出所）財務省より三菱UFJアセットマネジメント作成

日本 設備投資と経常利益（前年比）

注）対象は法人企業（金融･保険業除く）全規模全産業。
直近値は2025年10-12月期。

出所）資源エネルギー庁、財務省より三菱UFJアセットマネジメント作成

日本 原油と液化天然ガス（LNG）の国別輸入比率

注）値は2024年。LNGの中東はUAE、カタール、オマーン。

注）直近値は2026年1月。有効求人倍率は仕事を探している求職者1人当たりに対し、
何件の求人があるかを示す。
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米国 雇用統計下振れでスタグフレーション懸念高まる米国市場

【図1】イラン軍事作戦への早期終結期待は減退

出所）各種報道より三菱UFJアセットマネジメント作成

対イラン「壮絶な怒り作戦」 足元の動向

【図2】雇用統計を受け労働市場安定への自信揺らぐ

出所）米労働省より三菱UFJアセットマネジメント作成

米国 雇用者数（前月差）と失業率

【図3】景況感は改善も、依然物価は高止まりを示す

出所）米ISMより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2026年2月。50は好況・不況（価格上昇・低下）の節目を示す。

注）2025年10月値は公表なし。直近値は2026年2月。

米国 ISM製造業・サービス業景気指数
（上段：総合指数、下段：価格指数）

■ リスクイベントは解決の兆し見えず

先週のS&P500は週間で▲2.0%と下落。イランへの軍事

作戦は米政権内の一貫性のない発言で先行きが見えにく

く、早期終結への期待感は減退(図1) 。またイラン側が攻

撃対象をトルコや中東各国に広げる中で原油など資源価

格が急騰、米国の成長期待を削ぐ形となっています。さ

らに米政府がエヌビディア製AI半導体の輸出を許可制に

するとして「半導体地政学」リスクも再燃しました。

また、ノンバンク(非銀行金融機関) 市場への懸念も顕

在化。英住宅金融会社MFSの破綻に伴う金融機関融資の

損失を見極める動きのほか、AI脅威論に端を発したソフ

トウエア企業の価値下落とプライベートクレジットファ

ンドへの払い戻し圧力が、流動性不足、ひいてはデフォ

ルト懸念を意識させ、市場を下押ししました。

■ 雇用と物価の基調を見極める展開続く

多様な下方リスクの中で米国株式市場が下落一辺倒と

ならない一因は雇用の底堅さでしたが、その自信も揺ら

いでいるようです。先週発表の2月雇用統計では、非農業

部門雇用者数(前月差)が予想を大幅に下回り▲9.2万人と

減少(図2)。同月ADP雇用統計の内容やベージュブック(地

区連銀経済報告)での労働市場への評価が良好だったこと

から、この悪化はストライキや悪天候といった一時的な

逆風が原因とも考えられるため、来月以降公表の統計で

基調的に弱まっていないか注意を払う必要があります。

また、物価動向にも不透明感が強まっています。先週

2,4日公表の2月ISM景気指数の価格指数では、製造業は

再加速、サービス業はピークアウトも依然50を大幅に上

回る水準で推移するなど、インフレ圧力が見られます(図

3)。さらにイラン情勢悪化に伴う国際的な資源価格上昇

は、産油国である米国にも影響を与え、引き続き物価は

上振れリスクが意識される展開が続く見込みです。今週

公表の2月CPIはイラン情勢を反映しないものの、物価の

基調的な上振れの可能性を見極める形となるでしょう。

■ 景気回復への期待が保たれるかが分水嶺

一方で足元の業況は良好です。ISM景気指数は製造・

サービス業ともに好況・不況の節目50を上回り、景気へ

の自信を裏付けました。また、ベージュブックでは経済

活動が拡大したと回答した地区は小幅に減少したもの

の、今後の経済見通しは多くの地区が成長を見込むとし

ました。市場心理が脆弱な中では弱い景気指標の発表が

市況を大きく悪化させると見られ、引き続き指標が堅調

さを保てるかが分岐点となるでしょう。（牧）

注）2026年3月8日までの内容を基に作成。

目
標

軍事力破壊による核兵器保有阻止やテロ組織援助防止
（トランプ氏）イランの次期指導者選定へ関与しなければならない
（米国防長官）これは体制転換のための戦争はでない

期
間

作戦当初は4～5週間とするも、戦闘長期化を意識したコメントも

（トランプ氏）時間がどれだけかかってもかまわない
（米国防長官）終わりの無い戦争ではない

今
後

地上部隊派遣を含めた継続的な攻撃を示唆
一方で、5日にトランプ氏はイランから接触があったと言及

その
他

ホルムズ海峡通行船舶への護衛や保険の提供など、
資源価格上昇圧力に配慮する姿勢が見られる

イ
ラ
ン

米
国

・ 最高指導者としてハメネイ師息子/対米強硬派のモジダバ師を選出
（トランプ氏）モジダバ師は受け入れられない
・ 中東各国、トルコ(NATO加盟国)、キプロス(EU加盟国)など広域を攻撃

・ 一部高官は米国との交渉の意思が無い旨を表明
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欧州 天然ガス・原油価格

欧州 インフレ懸念再燃、エネルギー高が揺さぶる景気回復

5

出所）Bruegelより三菱UFJアセットマネジメント作成

■ エネルギー高で再燃するインフレ警戒

先週の欧州エネルギー市場は不安定な展開となりまし

た。中東情勢の緊張激化を受けてカタールの液化天然ガ

ス(LNG)施設が操業停止となり、供給途絶への懸念から

天然ガス価格は急騰しました(図1)。もっとも、2025年の

EUのLNG輸入量に占めるカタールの割合は6%程度と、

直接的な依存度は高くなく、価格上昇の勢いは週中に一

時一服するも、供給不安は根強いままです。寒波等も影

響して、EUのガス在庫水準が低位に留まっていることか

ら(図2)、足元の需給環境を踏まえると、当面は天然ガス

価格が高止まりする公算が大きいとみられます。また、

ホルムズ海峡が事実上封鎖された状況となったことで原

油供給への懸念も高まり、北海ブレント原油価格は大き

く上昇し、高水準で推移しています。エネルギー価格の

上昇を背景にインフレ再燃の可能性が意識され、これま

で利下げ余地を探ってきた金融市場では追加利下げ観測

が後退し、主要国金利の上昇にも波及しています。

さらに、3日に発表されたユーロ圏の2月消費者物価(速

報値)は前年比+1.9%と、市場予想(同+1.7%)を上回って伸

び率が加速し、エネルギー･食品･アルコール･タバコを除

くコア物価も同+2.4%と上昇しました。食品･サービス価

格の上昇が押し上げ要因となったほか、エネルギー価格

は前年割れが続きつつも下落幅は縮小し、先行きのイン

フレ上振れリスクを意識させる結果となりました。

5日に公表された欧州中央銀行(ECB)の2月政策理事会

議事要旨では、インフレの下振れリスクに対する警戒感

の強まりが示されたものの、足元のエネルギー価格の急

上昇や2月インフレ率の上振れを受けて、3月政策理事会

ではより慎重な様子見姿勢が強まるとみられます。利上

げ再開の可能性も再び意識されはじめる中、引き続き、

賃金･サービスインフレの粘着性や、中東情勢を受けたエ

ネルギー価格の上昇度合いとその持続性、さらにはイン

フレ見通しへの影響を注視する展開が続きそうです。

■ 財消費は底堅くも、エネルギー高に懸念

5日に公表されたユーロ圏の1月実質小売売上高は前月

比▲0.1%と市場の増加予想に反して5カ月ぶりに減少。

非食品や自動車燃料など裁量的支出が弱含みに推移しま

した(図3)。もっとも、12月値は上方修正され、消費者信

頼感の持ち直し基調は継続。雇用･所得環境は依然良好で

あり、財消費は総じて底堅さを保つと期待されます。一

方、足元の地政学リスクの高まりやエネルギー高が長期

化すれば、家計の購買力圧迫を通じて消費回復を抑制す

る可能性もあり、その動向が注視されます。(吉永)

【図1】欧州 中東情勢の緊張激化を受けて、
エネルギー価格は急上昇

【図2】欧州 寒波も影響して、足元のEUの
天然ガス在庫水準は低位

【図3】ユーロ圏 1月小売売上高は5カ月ぶりに減少も、
12月値は上方修正され、底堅さ変わらずか

欧州連合(EU)
天然ガス貯蔵量

出所）Eurostatより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2026年3月6日。原油価格は北海ブレント先物
(期近物)、天然ガス価格はオランダTTF先物(期近物)。

出所）LSEGより三菱UFJアセットマネジメント作成

ユーロ圏 実質小売売上高

注）直近値は2026年2月27日終了週。
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【図1】新統計が描く景気の軌道は旧統計より安定的

【図2】民間消費や国内投資など内需が景気をけん引

【図3】力強く拡大する製造業と堅調なサービス部門

■ 集計方法を改めた新統計の公表を開始

インドの景気が堅調です。2月27日、政府は10-12月期

の実質GDPが前年比+7.8%(7₋9月期+8.4%)拡大したと公

表。基準年や集計方法を改めた新統計(2022-23年基準)

は、景気が力強く拡大していることを示しました(図1)。

需要側では、内需(在庫投資を除く)の寄与度が+7.8%pt 

(同+8.0%pt)と景気をけん引しました(図2)。民間消費は前

年比+8.7%(同+8.0%)へ加速。恵まれた降雨量と農業生産

の伸びに支えられ農村家計の消費が堅調でした。また、

前年に低迷した都市部家計の消費も回復。(a)個人所得税

と物品サービス税(GST)の減税、(b)物価の沈静化による

購買力の改善、(c)規制緩和や金利低下による家計向け融

資の回復などに支えられました。政府消費は同+4.7%(同

+6.6%)へ鈍化。今年度前半(～2025年9月)に加速した政府

の経常歳出は鈍化を始めた模様です。固定資本投資は同

+7.8%(同+8.4%)へ鈍化しました。州政府を中心に公共投

資が堅調であったものの、民間設備投資が引き続き軟

調。米国による高関税など対外環境の悪化も重しになっ

たとみられます。外需では、総輸出が同+5.6%(同+10.2%)

へ鈍化。対米関税引き上げなどの影響です。一方、総輸

入は同+8.6%(同+5.9%)へ加速しました。

■ 今後も底堅い景気の拡大を見込む

生産側から算出された実質総付加価値 (GVA)は同

+7.8%(同+8.6%)へ鈍化しつつ堅調。製造業や民間サービ

ス部門が力強く加速しており、都市部民間部門の動向を

反映するコアGVA(農林漁業と公共サービス等を除く)は

同+10.5%(同+10.3%)と好調でした。農林漁業は同+1.4% 

(同+2.3%)、鉱業も同+4.7%(同+6.1%)へ鈍化した一方、製

造業は同+13.3%(同+13.2%)へ加速(図3)。内需の拡大や在

庫の積み増しによります。建設業が同+6.6%(同+8.7%)へ

鈍化した一方、サービス部門は同+9.5%(同+9.3%)と好調

でした。公共サービス等が同+4.5%(同+6.9%)へ鈍化した

ものの、流通･宿泊･運輸･通信が同+11.0%(同+10.4%)、金

融･不動産等が同11.2%(同+9.9%)へ加速。製造業生産の拡

大に伴う物流の伸びや銀行貸付の拡大によります。

今後も累積利下げの効果が浸透し景気の拡大を促す見

込み。落ち着いた物価、底堅い賃金の伸び、金融環境の

改善も家計消費の伸びを支えるでしょう。米関税率の引

き下げも、繊維･衣服や宝飾品など労働集約的な輸出産業

の生産を押し上げる見通し。来年度予算は財政健全化(赤

字幅圧縮)の速度を緩め公共投資を拡充しており、景気を

支援するとみられます。今年度(～2026年3月)のGDP成長

率は+7.6%前後(昨年度+7.1%)へ加速し、来年度も+7.2%

前後と景気は堅調に拡大すると予想されます。（入村）
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出所） 各種情報、 Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

主要経済指標と政治スケジュール 

注）（日）日本、（米）米国、（欧）ユーロ圏･EU、（独）ドイツ、（仏）フランス、（伊）イタリア、 （英）英国、（豪）オーストラリア、（加）カナダ、
（中）中国、（印）インド、（伯）ブラジル、（露）ロシア、（他）その他、を指します。NAはデータなし。日程および内容は変更される可能性があります。

※ 塗りつぶし部分は今週、（*）は公表日未定

3/2 月 （欧） ラガルドECB総裁 講演 （中） 1-2月 貿易額（米ドル、前年比）

（日） 氷見野日銀副総裁 あいさつ （欧） ECB理事会議事要旨（2月4-5日分） 輸出　12月：+6.6%、1-2月：（予）+7.1%

（日） 衆院予算委員会（～3日） （欧） 1月 小売売上高（前月比） 輸入　12月：+5.7%、1-2月：（予）+6.4%

（米） 2月 ISM製造業景気指数 12月：+0.1%、1月：▲0.1%

1月：52.6、2月：52.4 （豪） 1月 貿易収支（季調値） 3/11 水
（欧） ラガルドECB総裁 講演 12月：+34億豪ﾄﾞﾙ、1月：+26億豪ﾄﾞﾙ （日） 2月 国内企業物価（前年比）

（印） 1月 鉱工業生産（前年比） （中） 全国人民代表大会（全人代）開幕 1月：+2.3%、2月：（予）+2.2%

12月：+8.0%、1月：+4.8% （米） ボウマンFRB副議長 討議参加

3/6 金 （米） 10年国債入札

3/3 火 （米） 1月 消費者信用残高（前月差） （米） 2月 消費者物価（前年比）

（日） 植田日銀総裁 あいさつ 12月：+252億米ﾄﾞﾙ、1月：+81億米ﾄﾞﾙ 総合　1月：+2.4%、2月：（予）+2.5%

（フィンテック・サミット2026） （米） 1月 小売売上高（前月比） 除く食品･エネルギー

（日） 10-12月期 法人企業統計（設備投資、前年比） 12月：0.0%、1月：▲0.2% 　　　　1月：+2.5%、2月：（予）+2.4%

7-9月期：+2.9%、10-12月期：+6.5% （米） 2月 労働省雇用統計 （伯） 1月 小売売上高（前年比）

（日） 1月 失業率 非農業部門雇用者数（前月差） 12月：+2.3%、1月：（予）NA

12月：2.6%、1月：2.7% 1月：+12.6万人、2月：▲9.2万人

（日） 1月 有効求人倍率 平均時給（前年比） 3/12 木
12月：1.20倍、1月：1.18倍 1月：+3.7%、2月：+3.8% （日） 1-3月期 法人企業景気予測調査

（米） 中間選挙予備選挙開始 失業率 （大企業製造業、景況判断BSI）

（米） ターゲット 11-1月期決算発表 1月：4.3%、2月：4.4% 10-12月期：+4.7%、1-3月期：（予）NA

（米） ベストバイ 11-1月期決算発表 （欧） 10-12月期 実質GDP（確報、前期比） （米） ボウマンFRB副議長 講演

（欧） 2月 消費者物価（前年比、速報） 7-9月期：+0.3% （米） 30年国債入札

総合　1月：+1.7%、2月：+1.9% 10-12月期：+0.2%（改定：+0.3%） （米） 1月 貿易収支（通関ベース、季調値）

除く食品･エネルギー･アルコール･タバコ （伯） 1月 鉱工業生産（前年比） 12月：▲703億米ﾄﾞﾙ

　　　　1月：+2.2%、2月：+2.4% 12月：▲0.1%、1月：+0.2% 1月：（予）▲660億米ﾄﾞﾙ

（豪） ブロック豪中銀総裁 講演 （米） 1月 住宅着工･許可件数（着工、年率）

（伯） 10-12月期 実質GDP（前年比） 3/9 月 12月：140.4万件、1月：（予）134.0万件

7-9月期：+1.8%、10-12月期：+1.8% （日） 1月 現金給与総額（速報、前年比） （米） 新規失業保険申請件数（週間）

12月：+2.4%、1月：+3.0% 2月28日終了週：21.3万件

3/4 水 （日） 1月 経常収支（季調値） 3月7日終了週：（予）21.5万件

（日） 2月 消費者態度指数 12月：+2兆6,971億円 （米） アドビ 12-2月期決算発表

1月：37.9、2月：40.0 1月：+3兆1,450億円 （印） 2月 消費者物価（前年比）

（米） ベージュブック（地区連銀経済報告） （日） 1月 景気動向指数（CI、速報） 1月：+2.75%、2月：（予）+3.15%

（米） 2月 ADP雇用統計（民間雇用者数、前月差） 先行　12月：111.0、1月：（予）113.0 （伯） 2月 消費者物価（IPCA、前年比）

1月：+1.1万人、2月：+6.3万人 一致　12月：114.3、1月：（予）116.9 1月：+4.44%、2月：（予）+3.75%

（米） 2月 ISMサービス業景気指数 （日） 2月 景気ウォッチャー調査（景気判断DI） （他） トルコ　金融政策委員会（結果公表）

1月：53.8、2月：56.1 現状　1月：47.6、2月：（予）48.0 1週間物ﾚﾎﾟ金利：37.00%→（予）37.00%

（米） ブロードコム 11-1月期決算発表 先行き　1月：50.1、2月：（予）50.6

（欧） 1月 生産者物価（前年比） （独） 1月 製造業受注（前月比） 3/13 金
12月：▲2.1%、1月：▲2.1% 12月：+7.8%、1月：（予）▲4.3% （日） 衆議院で2026年度予算案を採決予定

（欧） 1月 失業率 （独） 1月 鉱工業生産（前月比） （米） 10-12月期 実質GDP（改定、前期比年率）

12月：6.3%、1月：6.1% 12月：▲1.9%、1月：（予）+1.0% 7-9月期：+4.4%

（豪） 10-12月期 実質GDP（前期比） （中） 2月 生産者物価（前年比） 10-12月期：（予）+1.4%（速報：+1.4%）

7-9月期：+0.5%、10-12月期：+0.8% 1月：▲1.4%、2月：▲0.9% （米） 1月 個人所得･消費（前月比）

（中） 2月 製造業PMI（政府） （中） 2月 消費者物価（前年比） 所得　12月：+0.3%、1月：（予）+0.5%

1月：49.3、2月：49.0 1月：+0.2%、2月：+1.3% 消費　12月：+0.4%、1月：（予）+0.3%

（中） 2月 非製造業PMI（政府） （中） 2月 社会融資総量（*） （米） 1月 PCE（個人消費支出）ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ（前年比）

1月：49.4、2月：49.5 1月：7兆2,208億元 総合　12月：+2.9%、1月：（予）+2.9%

（中） 2月 製造業PMI（民間） 2月：（予）NA 除く食品・エネルギー

1月：50.3、2月：52.1 （中） 2月 マネーサプライ（M2、前年比）（*） 　　　　12月：+3.0%、1月：（予）+3.1%

（中） 2月 サービス業PMI（民間） 1月：+9.0%、2月：（予）+8.9% （米） 1月 製造業受注

1月：52.3、2月：56.7 （航空除く非国防資本財、前月比、速報）

3/10 火 12月：+0.8%、1月：（予）+0.5%

3/5 木 （日） 10-12月期 実質GDP（2次速報、前期比年率） （米） 1月 雇用動態調査（JOLTS、求人件数）

（日） 30年国債入札 7-9月期：▲2.6% 12月：654.2万件、1月：（予）675万件

（日） 連合が2026年春闘要求集計結果公表 10-12月期：（予）+1.0%（1次速報：+0.2%） （米） 3月 消費者信頼感指数（ミシガン大学、速報）

（米） ボウマンFRB副議長 討議参加 （日） 1月 家計調査（実質個人消費、前年比） 2月：56.6、3月：（予）55.3

（米） 10-12月期 非農業部門労働生産性 12月：▲2.6%、1月：（予）+2.4% （米） 3月 期待インフレ率（ミシガン大学、速報）

　　　　　　　　（速報、前期比年率） （日） 2月 工作機械受注（速報、前年比） 1年先　2月：+3.4%、3月：（予）NA

7-9月期：+5.2%、10-12月期：+2.8% 1月：+25.3%、2月：（予）NA 5-10年先　2月：+3.3%、3月：（予）NA

（米） 1月 輸出入物価（輸入、前年比） （米） 2月 NFIB中小企業楽観指数 （欧） 1月 鉱工業生産（前月比）

12月：0.0%、1月：▲0.1% 1月：99.3、2月：（予）99.6 12月：▲1.4%、1月：（予）+0.6%

（米） 2月 人員削減数（前年比） （米） 2月 中古住宅販売件数（年率） （英） 1月 月次実質GDP（前月比）

1月：+117.8%、2月：▲71.9% 1月：391万件、2月：（予）388万件 12月：+0.1%、1月：（予）+0.2%

（米） 新規失業保険申請件数（週間） （米） オラクル 12-2月期決算発表 （英） 1月 鉱工業生産（前月比）

2月21日終了週：21.3万件 （豪） 2月 NAB企業信頼感指数 12月：▲0.9%、1月：（予）+0.3%

2月28日終了週：21.3万件 1月：+3、2月：（予）NA （加） 2月 失業率

（米） コストコ･ホールセール 12-2月期決算発表 （豪） 3月 消費者信頼感指数（前月比） 1月：6.5%、2月：（予）6.6%

2月：▲2.6%、3月：（予）NA
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本資料に関してご留意頂きたい事項

■本資料は、投資環境等に関する情報提供のために三菱UFJアセットマネジメントが作成した資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料では
ありません。販売会社が投資勧誘に使用することを想定して作成したものではありません。

■本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

■本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。

■各ページのグラフ・データ等は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示
唆・保証するものではありません。また、税金・手数料等を考慮しておりません。

■本資料に示す意見等は、特に断りのない限り本資料作成日現在の三菱UFJアセットマネジメント ストラテジック・リサーチ部リサーチグルー
プの見解です。また、三菱UFJアセットマネジメントが設定･運用する各ファンドにおける投資判断がこれらの見解に基づくものとは限りません。

本資料中で使用している指数について

「日経平均株価」に関する著作権、知的所有権、その他一切の権利は日本経済新聞社に帰属します。

TOPIX（東証株価指数）、東証REIT指数に関する知的財産権その他一切の権利は株式会社JPX総研又は株式会社JPX総研の関連会社に帰属します。

ドイツ「DAX®」：本指数は、情報提供を目的としており、売買等を推奨するものではありません。

STOXXリミテッドはストックス･ヨーロッパ600指数に連動する金融商品を推奨、発行、宣伝又は推進を行うものではなく、本金融商品等に関し
ていかなる責任も負うものではありません。

FTSE International Limited(“FTSE”)©FTSE。“FTSE®”はロンドン証券取引所グループ会社の登録商標であり、FTSE International Limitedは許可を得
て使用しています。FTSE指数、FTSE格付け、またはその両方におけるすべての権利は、FTSE、そのライセンサー、またはその両方に付与され
ます。FTSEおよびライセンサーは、FTSE指数、FTSE格付け、もしくはその両方、または内在するデータにおける誤りや省略に対して責任を負
わないものとします。FTSEの書面による同意がない限り、FTSEデータの再配布は禁止します。

MSCI WORLD、MSCI EM、MSCI USA、MSCI JAPAN、MSCI GERMANYに対する著作権およびその他知的財産権はすべてMSCI Inc.に帰属しま
す。

S&P先進国REIT指数はS&Pダウ・ジョーンズ・インデックス（S&P DJI）の商品であり、これを利用するライセンスが三菱UFJアセットマネジメ
ント株式会社に付与されています。S&P DJIは、S&P先進国REIT指数の誤り、欠落、または中断に対して一切の責任を負いません。

ラッセル・インデックスに関連するトレードマーク、サービスマークおよび著作権は、Frank Russell Companyに帰属します。


